
真総情第 41 号  

令和８ 年３ 月４ 日  

 総務防災課 様 

 

真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会  

会 長  今 村 哲 也  

 

答申書の交付について 

 

 真鶴町情報公開条例（ 平成 13 年真鶴町条例第 18 号） 第 16 条の２ の規定に基づく 次の

諮問について、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会条例（ 令和５ 年真鶴町条例第３ 号）

第４ 条第２ 項の規定に基づき意見を建議するため、 別添のと おり 答申書を交付し ます（ 令

和７ 年度答申第１ 号）。  

 

１  諮問番号： 諮問第34号 

２  事 件 名： 諮問第34号 行政文書公開請求の諾否決定に係る審査請求（ 令和６ 年度真

総情第14号）  
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令和７ 年度答申第１ 号  

令和８ 年３ 月４ 日  

 

諮問番号： 諮問第34号 

審 査 庁： 真鶴町長（ 総務防災課）  

処 分 庁： 真鶴町長（ 人事課）  

 

答 申 書 

 

審査請求人Ｙ から の審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し 、 次のと おり 答申する。  

 

第１  審査会の結論 

真鶴町長が2024年12月10日付け（ 真総情第14号） で行っ た真鶴町情報公開条例（ 平成13

年真鶴町条例第18号。 以下「 情報公開条例」 と いう 。） に基づく 存否応答拒否決定処分（ 以

下「 原処分」 と いう 。） に対する審査請求（ 以下「 本件審査請求」 と いう 。） については、

却下するこ と が妥当である。  

 

第２  事案の概要 

１  情報公開請求対象文書 

前松本町長退職金返還の手続きに関わる書類 

 

２  原処分及びその理由 

真鶴町人事課（ 以下「 処分庁」 と いう 。） は、 次の理由により 行政文書非公開（ 存否応

答拒否） 決定処分を行っ た。  

( １ )  実施機関の情報公開制度について 

実施機関の情報公開制度は、 広く 誰も が同じ よう に行政文書を知得し 、 利用で

きる状態にする（ 請求者の知る権利を尊重する） 仕組みと し ている一方で、 何人

も 請求権を有し ているこ と から 、 公開・ 非公開の判断については、 請求者の如何

を問わず、 何人に対し ても 同様の処分をするも のである。 本来、 情報公開請求に

対し ては、 公開請求に係る行政文書の存否を明ら かにし たう えで、 存在し ている

場合は公開又は非公開を回答し 、 存在し ない場合は存在し ない旨を回答する。 し

かし ながら 、 行政文書の内容によっ ては、 存在し ているか否かを答えるだけで非

公開情報を公開し た場合と 同様に、 個人や法人の権利利益を侵害するこ と 等があ

る。 こ のこ と から 、 情報公開条例第８ 条において“ 存否応答拒否” について規定

し 、「 個人等の正当な権利利益等の非公開事由に該当する個人情報であっ て、情報

公開請求に対し て当該個人情報の公開、 非公開又は行政文書不存在を答えるこ と

により 非公開と し て保護すべき権利利益が損なわれる場合」 等において公開請求
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を拒むこ と ができる場合を例外的に規定し ている。  

( ２ )  本件情報公開請求に係る行政文書の存否について 

本件情報公開請求については、 当該請求に係る行政文書が存在し う る前提と し

て、 公の情報である神奈川県市町村職員退職手当組合条例（ 昭和40年市町村職員

退職手当組合条例第１ 号。 以下「 組合条例」 と いう 。） 第20条第１ 号において「 当

該退職をし た者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し 禁錮以上の刑に処

せら れたと き。」 と 規定さ れているこ と から 、当該事由が発生し た場合は退職金の

返還事務手続きの発生はあり う るも のの、 同条第１ 項では「 全部又は一部の返還

を命ずる処分を行う こ と ができる。」 と 規定さ れているこ と から 、その確実性はな

く 、 本件情報公開請求に係る行政文書の存否の確実性も ない。  

( ３ )  特定の個人を識別するこ と ができる情報の該当性について 

本件情報公開請求は「 前松本町長」に関する情報に対し て行われたも のであり 、

その請求内容から 特定の個人を識別するこ と ができる情報であるこ と が明ら かで

ある。 また、 誤記載により 「 元松本町長」 であっ たと し ても 、 実施機関の歴代の

町長の中で松本姓の者は２ 人し かおら ず、 一部黒塗り のう え一部公開決定処分を

行っ たと し ても 、 対象と なる個人は極めて限定さ れるこ と 、 また、 実施機関の昨

今の事案が新聞報道等でも 公と さ れているこ と を踏まえると 、 同町に居住する者

や関係者等一定の範囲の者から 見れば特定の個人を識別し う る蓋然性が高い。  

( ４ )  存否応答拒否の妥当性について 

実施機関が、 本件情報公開請求に係る文書の存否について応答し 、 特定の個人

の退職手当の返還手続きに関わる書類の存否が明ら かと なっ た場合は、 報道や議

会等でも 公表さ れていない情報公開条例第５ 条第１ 号の規定により 保護し なけれ

ばなら ない特定の個人の返還手続き情報（ 状況） が公開さ れるこ と と なり 、 すな

わち個人に関する情報を公開するこ と と なるため存否を答えるこ と ができない。  

 

３  審査請求の趣旨 

( １ )  原処分を取り 消し 、 請求対象文書の全部公開を求める。  

( ２ )  本件情報公開請求に対する対応の遅延について、 自治体と し ての説明責任を果

たすこ と 。  

( ３ )  真総第69号に記載の審査請求書の補正についての命令の中にある今後の問い

合わせ等はフ ァ ッ ク スやメ ールの文書のみのやり 取り と し 、 電話や窓口での対応

は受け付けないと する記載について、 対応制限をするこ と についての自治体と し

ての説明責任を果たすこ と 。  

 

４  事案の経緯及び審査会への諮問までの経過 

令和６ 年９ 月26日： 松本一彦氏（ 以下「 松本氏」 と いう 。） は、横浜地方裁判所において、

懲役10か月（ 執行猶予２ 年） の判決を受けた。  

同年10月10日： 松本氏の同判決が確定し た。  

同年10月23日： 処分庁は、神奈川県市町村職員退職手当組合（ 以下「 組合」 と いう 。）

から 令和６ 年10月22日付け６ 神退手発第269号により 、松本氏の職員
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在職時に係る退職手当の返還及び町長在任時に係る全部又は一部を

支給し ないこ と と する処分を行う こ と ができるこ と と なっ たこ と に

よる処分を決定するための書類の提出が求めら れた。  

同年11月19日： 処分庁は、 令和６ 年10月30日付けで「 退職手当の返納に係る調査報

告書」 及び「 退職手当等支給制限等事情書」 の提出に係る起案をし 、

同年11月21日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 真鶴町長） を受けた。  

同年11月21日： 処分庁は、 令和６ 年10月30日付け（ 組合から の求めに応じ た日付）

で「 退職手当の返納に係る調査報告書」 及び「 退職手当等支給制限

等事情書」 を組合へ提出し た。  

同年11月28日： 処分庁は、 真鶴町個人情報漏洩被害者の会代表 藪田徹也氏（ 以下

「 情報公開請求人」 と いう 。） から「 前松本町長退職金返還の手続き

に関わる書類」 を請求対象と し た情報公開請求書を受理し た。  

同年12月６ 日： 処分庁は、 本件情報公開請求に係る非公開（ 存否応答拒否） 決定の

起案をし 、 令和６ 年12月10日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 副町

長） を受けた。  

同年12月12日： 組合は、 松本氏の退職手当の返還及び不支給について退職手当審査

会へ諮問し た。  

令和７ 年１ 月７ 日： 処分庁は、 情報公開請求人に対し 、 処分内容の連絡を行っ た。  

同年１ 月14日： 退職手当審査会は、 組合に対し 、 松本氏の職員時代の退職手当の全

額返納を命じ る処分を妥当と する答申をし た。  

同年１ 月17日： 情報公開請求人は、 処分庁に対し 、 処分についての審査請求を行っ

た。  

同年１ 月17日： 真鶴町総務防災課（ 以下「 審査庁」 と いう 。） は、 審査請求書の不備

事項に対する補正命令の起案をし 、 同年１ 月21日付けで同起案の決

裁（ 決裁権者： 町長） を受けた。  

同年１ 月21日： 審査庁は、 審査請求を行っ た審査請求人Ｘ に対し 、 審査請求書の不

備事項に対する補正命令を行っ た。  

同年１ 月28日： 審査請求人Ｘ は、 審査庁に対し 、 審査請求書の不備事項に対する補

正ができないこ と から 審査請求の取下げを行っ た。  

同年１ 月28日： Ｙ 氏は、 審査庁に対し 、 処分庁が情報公開請求人に対し てし た原処

分についての審査請求を行っ た。  

同年１ 月28日： 審査庁は、 審査請求を行っ た審査請求人Ｙ に対し 、 審査請求書の不

備事項に対する補正命令の起案をし 、 同年２ 月４ 日付けで同起案の

決裁（ 決裁権者： 町長） を受けた。  

同年２ 月４ 日： 神奈川県市町村職員退職手当組合議会において、 松本氏の職員時代

の退職手当の全額返納を命じ る処分を妥当と する答申の報告が行わ

れ、 議員全員が賛同し た。  

同年２ 月５ 日： 審査庁は、 審査請求人Ｙ に対し 、 審査請求書の不備事項に対する補

正命令を行っ た。  

同年２ 月７ 日： 審査請求人Ｙ は、 審査庁に対し 、 審査請求書の不備事項に対する補
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正書を提出し た。  

同年２ 月７ 日： 審査庁は、 補正書の受理及び処分庁に対する弁明書の提出要求に関

する起案をし 、同年２ 月19日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 町長）

を受けた。  

同年２ 月19日： 審査庁は、 処分庁に対し 、 弁明書の提出要求を行っ た。  

同年３ 月７ 日： 処分庁は、 弁明書の提出に関する起案をし 、 同年３ 月11日付けで同

起案の決裁（ 決裁権者： 副町長） を受けた。  

同年３ 月11日： 処分庁は、 審査庁に対し 、 弁明書（ 正副１ 通） 及び証拠書類を提出

し た。  

同年３ 月11日： 審査庁は、 弁明書の収受並びに審査請求人Ｙ への弁明書（ 副本） の

送付及び反論書の提出に関する起案をし 、 同年３ 月19日付けで同起

案の決裁（ 決裁権者： 町長） を受けた。  

同年３ 月19日： 審査庁は、 審査請求人Ｙ に対し 、 弁明書（ 副本） の送付及び反論書

についての説明を電話で行い、 審査請求人Ｙ へ同内容を書面で通知

し た。  

同年４ 月９ 日： 審査請求人Ｙ は、 審査庁に対し 、 反論書を提出し た。  

同年４ 月18日： 審査庁は、 反論書の収受及び真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会

（ 以下「 審査会」 と いう 。） への諮問に関する起案をし 、 同年４ 月28

日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 町長） を受けた。  

同年４ 月28日： 審査庁は、 審査会に対し 、 諮問書を提出し た。  

同年４ 月28日： 審査庁は、 審査請求人Ｙ に対し て審査会へ諮問書を提出し たこ と を

告げる通知書の起案をし 、 同年４ 月28日付けで同起案の決裁（ 決裁

権者： 町長） を受けた。  

同年４ 月28日： 審査庁は、 審査請求人Ｙ に対し 、 審査会諮問通知書により 審査会へ

諮問書を提出し たこ と を告げた。  

 

５  諮問後における取消処分及び再々処分までの経過 

令和７ 年５ 月22日： 処分庁は、 原処分の取消し に関する起案をし 、 同日付けで同起案の

決裁（ 決裁権者： 副町長） を受けた。  

同年５ 月22日： 処分庁は、 情報公開請求人に対し 、 原処分の取消し（「 再処分」 にあ

たる。 以下「 取消処分」 と いう 。） に関する通知をし た。  

同年６ 月３ 日： 処分庁は、 本件情報公開請求に対する諾否決定に関する起案をし 、

同日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 副町長） を受けた。  

同年６ 月３ 日： 処分庁は、 情報公開請求人に対し 、 本件情報公開に対する一部公開

決定処分（ 以下「 再々処分」 と いう 。） に関する通知をし た。  

 

第３  審理関係人の主張の要旨 

１  審査請求書における審査請求人の主張 

審査請求人Ｙ の審査請求書における審査請求は、 おおむね以下のと おり である。  
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( １ )  本件情報公開請求に対し 、 処分庁から 受けた原処分の連絡は、 原処分の日から

１ か月以上遅れていた。  

( ２ )  原処分は不当であり 、 情報公開条例及び行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律（ 平成11年法律第42号。 以下「 情報公開法」 と いう 。） の趣旨に反すると 考

える。  

( ３ )  処分庁の職員から の電話連絡と 組合から の回答内容が矛盾し ており 、 説明責任

が果たさ れていない。  

( ４ )  本件審査請求により 原処分の撤回と 公開を求める。  

 

２  審査請求書に対する処分庁の主張 

処分庁の審査請求書に対する弁明は、 おおむね以下のと おり である。  

( １ )  審査請求の趣旨( １ ) について 

情報公開条例は、 公開と 保護を表裏一体で運用し ており 、 原処分においてはプ

ラ イ バシー等の法令秘・ 条例秘と すべき情報の保護より 、 公開すべき事由により

裁量的公開が適当であると 解すこ と はでき ない。 なお、 類似の事案と し て鹿児島

県教育委員会の答申（ 平成28年11月24日答申第105号） があるが、 同答申内におい

て懲戒処分等を受けた職員の退職金の返納状況の公表への公益性について、 個人

情報と し て保護さ れるべき権利利益を侵害し てまでも 公開すべき 特段の事情があ

ると は認めら れないと さ れている。  

( ２ )  審査請求の趣旨( ２ ) について 

審査請求人Ｘ から 処分庁に対し 求めがあり 作成し た文書（ 2024年11月28日をも

っ て提出のあっ た情報公開請求に対する諾否に関する連絡遅延について） により

十分に説明責任を果たし ている。  

( ３ )  審査請求の趣旨( ３ ) について 

本件審査請求と は別の審査請求に対する補正命令に関する内容であり 、 また当

該命令に処分性は認めら れるも のの、 行政不服審査法（ 平成26年法律第68号） に

基づく 審査請求対象になら ない。  

( ４ )  審査請求書における審査請求人の主張( １ ) について 

主張のと おり である。  

( ５ )  審査請求書における審査請求人の主張( ２ ) について 

情報公開条例は「 知る権利の保障」「 行政に対する信頼の確保」「 住民参加の促

進」 により 住民生活を向上さ せるために情報公開制度の基本原則である「 公開原

則」 と 「 プラ イ バシー等の法令秘・ 条例秘と すべき情報の保護」 を表裏一体と し

町独自で運用し ており 、原処分はその趣旨に反し ていると は認めら れない。なお、

国の文書を対象と し た情報公開法の解釈は、情報公開条例と なんら 関係性がなく 、

あく までも 原処分は情報公開条例の趣旨・ 解釈運用基準により 運用解釈をし たも

のであり 、 情報公開法の趣旨に反するこ と についての主張は当たら ない。  

( ６ )  審査請求書における審査請求人の主張( ３ ) について 

組合が情報公開条例に基づき回答するこ と は考え難く 、 組合の情報公開基準に

よっ て回答し ていると するこ と が当然であり 、 同一の回答と なら ないこ と になん
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ら 問題はない。  

 

３  反論書における審査請求人の主張 

審査請求人の弁明書に対する反論は、 おおむね以下のと おり である。  

( １ )  審査請求書に対する処分庁の主張( １ ) について 

本件情報公開における松本氏に関する情報は、 既に刑事判決が確定し 、 公的に

報道さ れている。 公務員や首長による不正行為は、 公共性が極めて高く 、 プラ イ

バシーより も 公共の利益が優先さ れるべき である。 情報公開条例は公開と 保護を

表裏一体と し て運用し ていると 主張さ れているが、 本件情報公開請求は退職手当

の返納状況の公表を求めたも のではなく 、 あく までも 実施機関が組合条例第20条

第４ 項に基づき、 刑事判決確定後に調査を行い速やかに神奈川県市町村職員退職

手当組合長（ 以下「 組合長」 と いう 。） に通知を行っ たこ と の有無を確認するため

の文書の存在について情報を求めたも のである。 行政の適正な対応の有無を確認

する目的で本件情報公開請求をし たこ と に対し 、 在否すら 明かさ れないこ と は、

住民の知る権利を不当に制限する行為である。  

( ２ )  審査請求書に対する処分庁の主張( ２ ) について 

地方公共団体と し て、 住民の知る権利を尊重し 、 正当な手続き期限内で迅速か

つ誠実な対応を行う 義務があるこ と を強く 指摘する。  

( ３ )  審査請求書に対する処分庁の主張( ５ ) について 

地方公共団体の条例は、 地方自治法（ 昭和22年法律第67号） の規定に基づき制

定さ れるも のであり 、 情報公開条例の解釈・ 運用は上位法の趣旨と 整合する範囲

で行う べきであるこ と から 、 情報公開条例は、 上位法である情報公開法の趣旨に

反し て運用するこ と は許さ れないと 考える。また、情報公開法第1条の基本原則に

「 国民主権の理念に基づき、 行政運営に対する国民の理解と 信頼を深め、 行政の

公正の確保に資するこ と を目的」 と 謳われているこ と から も 、 地方条例も こ れに

反し てはなら ないと 考える。  

( ４ )  審査請求書に対する処分庁の主張( ６ ) について 

組合が実施機関から の報告を受けて手続き を開始すると いう こ と は、 組合条例

第20条第４ 項において、 実施機関が速やかに調査・ 報告を行い、 組合長はその報

告に基づき審査・ 判断を行う と 謳われているこ と から 明ら かである。 よっ て、 組

合が「 審査を開始し た」 と いう 事実を回答し ている以上は、 実施機関から 報告や

文書が届いたこ と を根拠と するも のであり 、 処分庁が「 在否応答拒否」 で存在を

否定する一方で組合から 「 審査開始」 と 伝わっ ているこ と は重大な矛盾である。  

 

４  口頭による意見陳述における審査請求人の主張 

審査請求人の口頭による意見陳述は、 おおむね以下のと おり である。  

( １ )  情報公開請求人は、 松本氏の職員時代の退職手当返納に関する一連の手続きに

ついて、 実施機関が組合に対し て適正な報告を行っ たか否かを確認するために本

件情報公開請求を行っ た。 こ の請求は、 刑事判決が確定し ていると いう 公的事実

に基づき、 税金から 支出さ れた退職手当に関わる行政手続きの適正性を問う も の
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であり 、 極めて公益性の高いも のである。  

( ２ )  本件情報公開請求に対し 、 処分庁から 受けた原処分の連絡は、 原処分の日から

１ か月以上遅れてから であり 、 また同じ く 遅延し て決定通知書を出すなど、 処分

庁は明ら かに遅延し た対応を行っ た。  

( ３ )  審査請求書に対し て補正命令が出さ れ、 それにより 複数回にわたっ て補正を行

い、 請求者名の変更、 記載変更及び追加資料の提出を余儀なく さ れ、 仕事の合間

を 縫っ て書類を 整える作業は大き な負担であり 制度と し ての改善が必要だと 強

く 感じ た。  

( ４ )  原処分では、 文書の存否すら 明かさ なかっ たが、 弁明書においては当該情報が

報道等で公になっ たこ と から 、 原処分である存否応答拒否を取り 消すも のの、 請

求対象文書が存在し ないため、 文書不存在処分と するこ と が適当であると 思料す

ると の記載があっ た。 弁明書は、 行政不服審査法に基づく 手続きの中で、 処分庁

が、審査庁に対し て正式に提出する「 事実と 法的見解に基づく 主張書面」 である。

こ れは、 処分庁の公式見解を示すも のであり 、 審査請求人にも その写し が送付さ

れている。 し かし ながら 、 弁明書において「 対象文書は存在し ない」 と 明記し て

いたにも かかわら ず、 後日、 取消処分が行われ再々処分と なっ たと こ ろ文書が一

部公開さ れた事実は、 弁明内容が真実ではなかっ たこ と を意味する。 処分庁が審

査判断に影響を与える公式見解を誤っ た形で示すこ と は、 審査制度の信頼性を損

なう 重大な問題であり 、 その責任の所在と 原因の説明を求める。  

( ５ )  再々処分により 、 文書の存在を事実上認めたこ と になるが、 再々処分で交付さ

れた文書の写し には、 ( 案) と 手書きで記載さ れ、 公印も 押さ れてないなど、 正式

な行政文書であるか疑念が生じ るも のであっ た。  

( ６ )  本件情報公開の本質は、 刑事判決確定と いう 客観的事実をも と に、 実施機関が

適正な手続きを行っ たか否かを住民が確認するこ と にある。 当該確認を正当に行

う ための情報公開請求に対し 、 存否を明かさ ず、 最終的には文書不存在と し た対

応を一変さ せ、 文書の存在を認め、 一部公開の通知を行っ たこ と は、 透明性を欠

き、 地方公共団体に対する住民の信頼を損なう も のである。  

 

５  口頭による意見陳述における審査請求人の質問事項 

審査請求人の口頭意見陳述における質問事項は、 おおむね以下のと おり である。  

( １ )  処分庁が作成し た弁明書の内容に関するこ と について 

処分庁の弁明において、 取消処分及び再々処分をし た理由と 、 原処分と の整合

性はどう 説明できるのか。 また、 弁明においての文書不存在と は文書が見当たら

ないと 解釈するが、 本件情報公開請求の対象文書が存在するにも かかわら ず、 文

書不存在と し た理由は。  

( ２ )  町長がＳ Ｎ Ｓ で先行し て情報発信し ていたこ と と 、 原処分と の整合性に関す

るこ と について 

現町長である小林伸行がＳ Ｎ Ｓ で情報を発信し ていたにも かかわら ず、 原処分

では個人情報保護の観点の主張から 「 存否応答拒否」 と し た対応は、 情報公開の

公平性・ 透明性において問題があるのではないか。  



8 

( ３ )  審理手続き における信頼性に関するこ と について 

弁明書において、 本件情報公開請求の請求対象文書は文書不存在と さ れたにも

かかわら ず、 後に、 文書が存在すると し て再々処分さ れたこ と について、 こ れは

誤っ た主張ではないか。 審理手続きにおける弁明書の信頼性と 、 それが誤っ てい

た場合の処分庁の責任はどう なるのか。  

 

６  口頭による意見陳述における質問事項に対する処分庁の弁明 

審査請求人の口頭による意見陳述における質問事項に対する弁明は、 おおむね以下の

と おり である。 なお、 こ の弁明は、 口頭による意見陳述において審査請求人Ｙ より 処分

庁に対し て質問なさ れたこ と から 、 本審査会から 処分庁に対し 弁明を求めたも のである

旨申し 添える。  

ア ５  口頭による意見陳述における審査請求人の質問事項( １ ) について、 各時点

においての請求対象文書の特定及び認識等は次のと おり である。  

( １ )  原処分（ 情報公開請求受理） 時点 

請求書記載の「 前松本町長退職金返還の手続きに関わる書類」 は、 請求内

容が抽象的であり 請求対象文書が特定できなかっ たこ と から 電話で請求対象

文書についてヒ アリ ングを行い、「 組合から 実施機関へ送付し た通知（「 元真

鶴町職員及び前町長であっ た松本氏の選挙人名簿の不正利用等に関する判決

確定について」 及び「 職員在職時に係る退職手当の返還及び町長在任時に係

る退職手当の一部又は全部を支給し ないこ と と する処分を決定するために必

要と なる書類の提出依頼について」 の内容が記載さ れたも の） 及び「 実施機

関から 組合へ提出し た２ 種類の文書（ 組合条例第17条第１ 項及び第20条第１

項関係）」 が請求対象文書であると 特定し たも のである。  

また、 原処分については、 原処分書である行政文書非公開決定通知書に記

載のと おり 、 実施機関の情報公開制度は広く 誰でも が同じ よう に知得し 、 利

用でき る状態にする（ 請求者の知る権利を尊重する） 仕組みと し ている一方

で、何人も 請求権を 有し ているこ と から 、公開・ 非公開の判断については、

請求者の如何を 問わず、何人に対し ても 同様の処分をするも のである。こ の

こ と から 、原処分の請求対象文書の存在においては、組合条例第20条第４ 項

の規定に該当する一方で、 同条例第17条第１ 項の規定関係書類の提出要件に

該当し ておら ず（ 組合において当該規定から は読み取れないと し て議決さ れ、

町長在任時に係る退職手当の支給制限はなさ れていない。）、 また、 全部非公

開と し て当該文書の内容を保護し たと し ても 公に対し て書類の存在を認めた

場合は、原処分日現在公と なっ ていない松本氏の町長在任時に係る退職手当

の支給制限に関する事務の発生状況（ 個人に関する情報） に関する情報が存

在する 事実を公に対し て公開するこ と と なる こ と から 、 存否応答拒否処分

と し たも のである。  

( ２ )  審査請求書受理時点 

審査請求人Ｙ から 提出さ れた審査請求書添付書類（「（ 別紙） 在否応答拒否

決定に関する審査請求の理由」 と いう 書類） の４ 頁において、 情報公開請求
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人が情報公開を行っ た趣旨は、 実施機関から 組合に対し て「 退職金返還手続

きを開始するための通知が行われたかどう かを確認する」 と いう こ と と 記載

さ れていたこ と から 、 処分庁は原処分を行っ た際にヒ アリ ングにより 特定し

た請求対象文書に誤り があっ たと 認識し た。 そのため、 処分庁は再度の保有

する文書を確認し たと こ ろ、 実際の事務手続きは組合から 実施機関に対し て

通知がなさ れ、 それに対し て実施機関から 組合に対し て書類を提出し たも の

であるこ と から 、 情報公開請求人が求める請求対象文書は、 実施機関がそも

そも 作成し ていないこ と から 物理的不存在と し たも のである。 よっ て、 処分

庁は弁明時現在においては保護すべき事由がないため取消処分をするこ と が

適当であると 判断し た一方で、 当該情報公開請求対象文書が存在し ないこ と

から 文書不存在と するこ と が適当である旨を弁明書に記載し たも のである。  

( ３ )  再々処分（ 反論書受理） 時点 

審査請求人Ｙ から 提出さ れた反論書において、 情報公開請求人が行っ た本

件情報公開請求が組合条例第20条第４ 項を根拠と し て行っ たこ と が文書に明

記さ れ、 情報公開請求人が求めた請求対象文書は同条例に基づく も のであっ

たこ と が明ら かと なっ た。 それにより 処分庁は、 再々処分書作成日現在にお

いて松本氏の職員在職時に係る退職手当の返還及び町長在任時に係る退職手

当の一部又は全部を支給し ないこ と と する処分に関する情報の存在は公と な

っ ていたため、2025年５ 月22日付け真人第５ 号において取消処分を行い、2025

年６ 月３ 日付け真総情第11号において再々処分（ 一部公開処分） を行っ たも

のである。  

( ４ )  本件口頭意見陳述に対する弁明時点 

( ３ ) と 同様の認識である。  

イ  ５  口頭による意見陳述における審査請求人の質問事項( ２ ) について、「 現町

長である小林伸行がＳ Ｎ Ｓ で情報を発信し ていた」 こ と は、 実施機関である真鶴

町長小林伸行と し てではなく 、 神奈川県市町村退職手当組合議員である小林伸行

が、 その役職であるが故に知り 得るこ と ができた情報を、 小林伸行個人のＳ Ｎ Ｓ

アカ ウント で情報発信し たと 認識し ており 、 原処分の適法・ 適正性になんら 関係

のないも のである。  

ウ ５  口頭による意見陳述における審査請求人の質問事項( ３ ) について、 アに記

載のと おり である。  

 

第４  調査審議の経過 

審査会による調査審議の経過は、 以下のと おり である。  

令和７ 年４ 月28日： 諮問書の収受 

同年５ 月22日： 審査庁から の諮問（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第36回会

議）  

同年６ 月19日： 審議、 口頭による意見陳述（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会

第37回会議）  
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同年７ 月31日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第38回会議）  

同年８ 月28日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第39回会議）  

同年10月６ 日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第40回会議）  

同年11月17日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第41回会議）  

 

第５  審査会の判断の理由 

審査会は、 請求人及び処分庁の主張を具体的に検討し た結果、 以下のよう に判断する。  

処分庁は、 2025年５ 月22日付け真人第５ 号において原処分の取消処分を行っ ている。 そ

のため、 原処分の効力は失われるに至っ たから 、 審査請求人が本件審査請求にて原処分の

取消し を求める法律上の利益も 消滅し たも のと 言わざるを得ない。 そう すると 、 原処分の

取消し を求める本件審査請求はこ れを却下すべきである。  

 

第６  付言 

なお、 本件情報公開請求に関連し 、 １ 処分庁の事務手続きの適正性、 ２ 審査庁の電話及

び窓口対応の制限の適正性、 ３ 請求対象文書に対する審査請求人と 処分庁の認識の齟齬、

の３ つの問題が存在し ている。 こ れに関し て、 審査会と し て次のと おり 付言する。  

 

１  処分庁の事務手続きの適正性等 

本件情報公開の請求日から 原処分の日までは情報公開条例第10条に規定する日数以内

で行っ たも のの、 当該処分内容の連絡及び紙面送付までに約１ か月を費やし ており 、 こ

れだけの期間を要する特段の理由があっ たと は認めら れない。 今後は手続の迅速化を図

るこ と が必要である。  

 

２  請求対象文書に対する処分庁の認識の変化 

本件では、 請求対象文書の特定の場面において、 審査請求人と 処分庁と の間のやり 取

り において、 審査庁の請求対象文書についての認識に変化が生じ 、 その都度審査庁の対

応が変わる事態と なっ ている。 こ の点について、 審査会は審査庁の認識と それに応じ た

対応が以下の通り であっ たと 確認し た。  

① 情報公開請求書受理から 審査請求書の受理前まで 

処分庁は、 令和６ 年11月28日に提出さ れた情報公開請求書記載の「 前松本町長退

職金返還の手続きに関わる書類」 と いう 言葉から 請求対象文書を特定できなかっ た

ためヒ アリ ングを実施し た。 その結果処分庁は、 実施機関から 組合へ提出し た２ 種

類の文書（ 組合条例第20条第４ 項関係） が請求対象文書であると 特定し た。  

そこ で処分庁は、 こ れら の文書につき、 当時の状況（ 当時は松本氏の退職手当返

還に関する新聞報道等も なく 、 こ の時点で特定し た文書の存在を明ら かにすれば、

条例第５ 条第１ 号の規定により 保護し なければなら ない同氏の退職手当返還手続き

情報が公開さ れるこ と と なっ てし まう 状況） を踏まえて、 原処分を行っ た。  

② 審査請求書の受理から 反論書の受理前まで 
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審査請求人Ｙ が提出し た審査請求書に添付さ れた「 在否応答拒否決定に関する審

査請求の理由」 ( ２ ) <２ >に、 実施機関が「 退職金の返還事務手続きを開始する旨の

通知」 を組合条例に基づいて行っ たか否かが、 本件情報公開請求の目的である、 と

いう 趣旨の説明があっ た。 こ れを受けて処分庁は、 請求対象文書は①時点で特定し

たも のではなく 、 実施機関から 組合に対し て発し た通知の文書であると 認識し た。  

そこ で処分庁は再度保有文書を確認し たが、 そのよう な文書は存在し なかっ たた

め、 弁明書において、 請求対象文書は不存在であると の認識を示し た。  

③ 反論書受理以降 

審査請求人Ｙ が令和７ 年４ 月９ 日に提出し た反論書から 、 情報公開請求人が行っ

た本件情報公開請求が、組合条例第20条4項に定める文書であると 認識し た。こ れに

より 、 処分庁は請求対象文書が①時点で特定し た、 実施機関が作成し た文書であっ

たと 認識し た。  

そこ で処分庁はこ の文書について公開の是非を検討し たが、 ①時点と は異なり 、

③時点ではすでに松本氏の退職手当返納命令は新聞報道等で周知さ れており 、 原処

分内容を維持する必要はないと 考え、 再処分及び再々処分に至っ た。  

こ のよう な経緯の結果、 処分庁の対応が①②③のそれぞれの時点で異なっ たこ と を、

審査会は確認し た。処分庁の対応の変化は審査請求人を困惑さ せたこ と と 考えら れるが、

こ のよう な理由で対応が変化し たこ と は、 審査会と し ても 理解できる。 また本件では、

組合条例第20条第４ 項にのっ と っ た手続き を実施機関がと る前に、 組合が書類の提出を

求めたこ と も 、 こ のよう な状況が生じ た一因と 言えよう 。  

と はいえ、 文書の特定にかかわる認識を変化さ せる事情が生じ た場合に、 請求者の意

向を確認するなど丁寧な対応が取ら れれば、 あるいは回避できた問題かも し れない。 判

断の難し いと こ ろではあるが、 実施機関と し て今後の課題と するこ と が望まし い。  

 

３  審査庁の電話及び窓口対応の制限の適正性 

審査請求人は、 審査庁から 、 やり 取り を書面に制限さ れたこ と について異議を述べて

いるので、 こ の点について付言する。  

審査の過程で、 審査請求人及び審査庁の双方の提出書面や口頭意見陳述から 、 窓口や

電話等の口頭のやり 取り において、 相互に齟齬が生じ たのではないかと いう こ と が推測

さ れた。  

また、 本件審査請求においては、 真鶴町総務防災課（ 審査庁） 庶務係職員が真鶴町人

事課( 処分庁) を兼務し ていたため、 公正性確保の要請が生じ た。 そこ で本件では、 真鶴

町総務防災課防災係が審査庁と し ての窓口対応等を行う などの対応を採り 公正な対応に

努めたが、 不慣れな職員による口頭の対応は、 と きと し て困難を生じ る場合も あっ たと

推測さ れる。  

こ のよう な場合、 書面でのやり 取り は、 正確性の確保や、 保存により 事後確認できる

こ と から 、 審査庁のみなら ず、 審査請求人にと っ ても 利益のある方法である。 し たがっ

て、 書面によるこ と について一定の理解はできる。 も っ と も 反面で、 電話や口頭対応の

利便性を制限するも のであり 、 審査請求人にと っ て負担と なっ た側面も あっ たと 思われ

る。 審査庁から 審査請求人へ説明や伝え方、 制限方法の検討には改善の余地があっ たの
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ではないだろう か。 今後、 やり 取り をメ モと し て相互確認の上で残す、 機器を活用する

など、 より 良い方法を検討するこ と が望まし い。  
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